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     観 光 部 長 議 案 説 明 要 旨  

 

 今回提出いたしました議案のうち、観光部関係につきまして、その概要を御

説明申し上げます。 

 観光部関係の平成 31 年度当初予算案の総額は、一般会計 12 億 5,579 万７千円

であります。 

 

（観光を巡る状況） 

 日本全体の宿泊旅行の動向をみますと、観光庁宿泊旅行統計調査における平

成 29 年の延べ宿泊者数は、５億 959 万７千人で前年比 3.5 パーセントの増加と

なっています。平成 30 年１月から 11 月までの各月速報値の累計は、４億 6,732

万人と、平成 29 年の同時期と比べ 0.4 パーセント減少しており、国内の延べ宿

泊者数は、ほぼ横ばいの状況となっています。一方、平成 29 年の外国人延べ宿

泊者数は、7,969 万１千人で前年比 14.8 パーセントの増加、平成 30 年１月か

ら11月までの各月速報値の累計は、8,091万７千人と、前年の同時期と比べ10.8

パーセントの増加となり、年々増加し続けています。 

 同じく平成 30 年１月から 12 月までの訪日外国人旅行者の状況をみますと、

夏季に発生した風水害や地震などの影響により旅行の手控えがみられましたが、

各海外市場で積極的なプロモーションが行われたほか、欧米やオーストラリア

からクルーズ船で訪れる旅行者が増加したことなどにより、前年同期比で 8.7

パーセント増の 3,119 万２千人と過去最高を更新するとともに、史上初めて年

間で 3,000 万人を突破することになりました。国別にみると、中国が前年同期

比 13.9 パーセント増の 838 万人と全市場で初めて 800 万人台に達したほか、韓

国が前年同期比 5.6 パーセント増の 754 万人、台湾が前年同期比 4.2 パーセン

ト増の 476 万人など、主要 20 国・地域の市場のうち 19 市場で過去最高を更新

しています。 
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 県内の宿泊旅行の動向をみますと、観光庁宿泊旅行統計調査における平成 29

年の延べ宿泊者数は、1,798 万９千人で前年比 1.0 パーセントの増加、平成 30

年１月から 11 月までの各月速報値の累計は、延べ宿泊者数が 1,700 万９千人と

前年同期と比べ 1.7 パーセントの増加となっています。一方、平成 29 年の外国

人延べ宿泊者数は、129 万人で前年比 13.7 パーセントの増加、平成 30 年１月

から 11 月までの各月速報値の累計は、132 万９千人と前年同期と比べ 14.6 パ

ーセントの増加となり、依然として全国を上回るペースで順調に増加していま

す。 

 

（観光施策の推進体制） 

 国においては、本格的な少子高齢化・人口減少を迎える中で、観光がこれか

らの我が国の地方創生の切り札、成長戦略の大きな柱であるとの認識の下、平

成 28 年３月に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」において、訪日外

国人旅行者数の目標値を東京オリンピック・パラリンピックが開催される 2020

年に４千万人、また 2030 年には６千万人と、達成時期を大幅に前倒しするとと

もに、平成 29 年３月には「観光立国推進基本計画」を閣議決定し、観光を我が

国の基幹産業へと成長させ、「観光先進国」の実現を図るため、政府一丸、官民

一体となって推進することとしています。 

 本県では、観光施策を抜本的に転換し戦略的に推進することを目指し、知事

を本部長とし副知事以下各部長、地域振興局長と県観光機構で構成する「長野

県観光戦略推進本部」を平成 28 年６月に設置し、ハード・ソフト両面からの本

格的な観光地域づくりに関する議論を行ってまいりました。 

 

（「長野県観光戦略 2018」に基づくしあわせ観光地域づくり） 

 長野県観光戦略推進本部では、平成 30 年度から始まる「しあわせ信州創造プ

ラン 2.0（長野県総合５か年計画）」を具現化するため、「稼ぐ」観光地域づく
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りに向けた県全体の取組の方向性を明確にするとともに、県民、市町村、ＤＭ

Ｏ、観光関連事業者等と互いに協働して取り組むための指針として、昨年３月

「信州の観光新時代を拓く 長野県観光戦略 2018」を策定しました。そして、

戦略初年度である本年度を「信州観光改革元年」と位置付け、世界を魅了する

しあわせ観光地域づくりに向け、「観光の担い手としての経営体づくり」、「観光

地域としての基盤づくり」、「世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略」の

３つの柱を基に総合的な取組を開始しました。 

 東京オリンピック・パラリンピックの開催を来年に控え、増加するインバウ

ンド需要への対応など、国内外からの観光客を受け入れるための環境整備が急

務です。戦略の２年目となる来年度におきましては、本県の特性を最大限に活

かすべく「『感動県信州』の創造」をテーマに据え、「魂震える観光ブランドの

創造」と「感動を支える先進的な基盤づくり」のソフト・ハードの両面から事

業化を図りました。 

 

 以下、主な施策について、順次御説明申し上げます。 

 

（魂震える観光ブランドの創造） 

 魂震える観光ブランドの創造は、「アウトドア大県としての基礎づくり」、「感

動をよぶ商品があふれる県づくり」、「地域の特性を活かした誘客と発信」の３

点で進めてまいります。 

 

 「アウトドア大県としての基礎づくり」については、アルプスの雄大な景観

など山岳県ならではの魅力をはじめ、歴史や文化、温泉など豊富な観光資源を

活かし、本県を「サイクルツーリズムの聖地」として確立するため、県内でサ

イクルツーリズムを推進する方々と「長野県サイクルツーリズム推進協議会（仮

称）」を設立し、イベントの開催情報などを共有するとともに、県内のサイクリ
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ングコースやイベントを国内外のサイクリストに紹介する専門性の高いウェブ

サイトを構築・運営し、効果的な誘客を図ってまいります。 

 本県の強みである山岳高原観光地において、誰もが安心して旅を楽しんでい

ただけるよう、先進的な取組を実践される皆様と昨年７月に立ち上げた「長野

県ユニバーサル推進会議」を中心に、県民の温かいおもてなしとサポートの和

を広げ信州型ユニバーサルツーリズムを推進してまいります。また、健康・長

寿を育む本県の豊かな自然環境を活かしてヘルスツーリズムに取り組む皆様と

のネットワークを強化するとともに、近隣県とも連携して県外へのＰＲを強め

てまいります。 

 世界に誇る本県の山岳を心から楽しんでいただき、全国をリードする山岳県

であり続けるため、日本で最初に制定した「登山安全条例」に基づく登山計画

書の届出の徹底や、首都圏や中京圏で安全な登山を学ぶ「信州山岳アカデミー」

の拡充、山際での直接指導・相談の強化などを通して、登山を安全に楽しむ環

境づくりを更に進めてまいります。 

 

 「感動をよぶ商品があふれる県づくり」については、観光事業者自らが旅行

商品を造成できるよう能力を強化し、その質を高めていくことが大切です。そ

のため、専門家や観光客など外からの視点も採り入れながら、県下各地で観光

事業者やＤＭＯ関係者の皆様とともに地域の魅力を具体的な商品づくりにつな

げる「地域で創ろう！ＮＡＧＡＮＯベスト 1,000 旅行商品造成事業」を実施し

てまいります。 

 海外プロモーションについては、中国をはじめとする東アジアや成長著しい

東南アジアに加え、欧米市場への取組を強化し、各市場の特性に応じた戦略的

なプロモーション活動を展開してまいります。その際、上記事業を通して県内

各地で造成された旅行商品の売り込みにも力を入れてまいります。 

 本県温泉地の新たな魅力を創出し、誘客を促進する「温泉地 Re・デザイン事
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業」では、来年度は新たに温泉と地域の食・文化を結びつけ発信し地域活性化

を目指す「ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズム」をテーマにしたシンポジ

ウムを開催するなど、旅行者ニーズの変化等を踏まえた新たな視点や発想で、

観光客の滞在の新たなカタチを温泉地の皆さまが検討・実行する取組を支援し

てまいります。また、食を目的に本県を訪れていただけるよう、観光客のニー

ズと信州らしさのベストマッチングによる新たな信州の食ブランドの創造に向

け、来年度も引き続き「信州感動健康料理アカデミー」を開講し、県内の料理

人とともにその効果的な提供や演出などを学んでまいります。 

 

 「地域の特性を活かした誘客と発信」については、大きな経済効果、発信効

果が見込まれる国際会議や大規模イベント等の開催を支援する制度を創設する

など、ＭＩＣＥ（Meeting, Incentive Travel, Convention, Exhibition/Event）

の誘致促進に向けた取組を強化してまいります。東京オリンピック・パラリン

ピックを来年に控え、海外からの事前合宿の誘致が更に進むよう関係市町村と

の連携を強め長野県スポーツコミッションの活動を展開するとともに、映画等

の撮影地の積極的な誘致やロケ地の聖地巡礼等が本県への誘客や交流の促進に

つながるよう、県観光機構に配置した専門家や信州フィルムコミッションネッ

トワークを活用した取組を推進してまいります。 

 

（感動を支える先進的な基盤づくり） 

 本県を訪れる観光客の感動を呼び起こすためには、観光関連情報の入手や県

内での移動が円滑に行われるとともに、「また来たい」と思えるようなおもてな

しや環境づくりが必要です。このため、感動を支える先進的な基盤づくりは、

「世界級リゾートとしての受入環境整備」、「感動をつなぐ情報・交通インフラ

づくり」、「観光地域をリードする経営体づくり」の３点で進めてまいります。 
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 「世界級リゾートとしての受入環境整備」については、本年９月に開幕する

ラグビーワールドカップや来年の東京オリンピック・パラリンピックを控え、

今後一層の増加が見込まれる外国人旅行者に快適に県内での旅を楽しんでいた

だくため、キャッシュレス決済やＷｉ-Ｆｉ環境の普及について、商工関係団体

や民間事業者と連携し拡大を図ってまいります。また、外国人にもわかりやす

い案内標識の整備促進に引き続き取り組むこととし、外国人チームによるモニ

ター調査や広域的な標識の整備計画の策定を支援することに加え、来年度は、

新たに整備計画を策定したモデル地域での標識整備を支援してまいります。 

 

 「感動をつなぐ情報・交通インフラづくり」については、現在３つのサイト

に分散している県の公式観光ウェブサイトを統合し、観光コンテンツを充実す

るとともに、最新のデジタルテクノロジーにより顧客の嗜好に応じた情報発信

を行い、宿泊の体験から予約までつなげるウェブサイトを新たに構築し、誘客

につながる戦略的な情報発信の強化に取り組んでまいります。 

 また、交通面では、ＪＲと県内鉄道事業者４社、沿線の地元の皆様がタイア

ップして、外国人旅行者を対象とした県内周遊フリーパスに、沿線観光施設等

の割引特典を加えた「ＮＡＧＡＮＯ Ｐａｓｓ（仮称）」を造成・販売すること

により、ラグビーワールドカップや東京オリンピック・パラリンピックで我が

国を訪れる外国人旅行者を中心に県内への誘客・滞在を促進し、県内での消費

拡大につなげてまいります。 

 なお、インバウンドの推進に情熱・意欲のある民間事業者の皆様とともに今

月末に設立を予定している「長野県インバウンド推進協議会」では、旅行商品

の造成、まちづくりや交通の利便性の向上、おもてなしや受入環境の整備、海

外へのプロモーションなど、インバウンド施策をオール長野でスピード感をも

って実施してまいります。 
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 「観光地域をリードする経営体づくり」については、総合産業としての観光

を担う人材の確保・育成や生産性の向上、現下の人手不足への対応、新たな働

き方の導入などの取組が急務です。本年度は長野県就業促進・働き方改革戦略

会議の産業分野別会議である「観光業就業促進・働き方改革会議」を３回開催

し、緊急性を要し、直ちに実行すべき即効性のある人手不足対策と、労働生産

性を上げて「稼ぐ」観光地域づくりを担う人材育成策を両輪として推進するた

めの方針を取りまとめました。 

 人手不足対策については、本年度から実施している県観光機構のインターン

シップ推進員による学生と受入施設とのマッチング支援に加え、来年度は日本

学生観光連盟と連携したインターンシップを開催するとともに、観光業の多様

な魅力や新しいワークスタイルなど夢のあるキャリアビジョンの情報発信を進

めてまいります。加えて、外国人労働者の受入拡大に向けた国の新たな在留資

格の創設に対応し、新たに県内事業者による海外現地の若者へのＰＲと採用面

接の実施を支援するとともに、関係団体等と連携して海外の若者・学生のイン

ターンシップや日本で学ぶ外国人留学生の就業促進に取り組んでまいります。 

 人材育成策については、引き続きサービスの高付加価値化やマネジメント人

材の養成に取り組むとともに、来年度は県内観光事業者と「丸の内朝大学」が

連携し、相互理解と学びを通じて首都圏の有用人材の発掘に取り組んでまいり

ます。 

 「観光業就業促進・働き方改革会議」で見据えた方向性を実効性あるものと

するため、今年度中に「観光業就業促進・生産性向上協議会」を設置し、具体

的な取組を展開してまいります。 

 地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに、地域への愛着を醸成する「観光地経

営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役を担う広域型ＤＭＯ

（Destination Management/Marketing Organization）については、県内各地で

形成に向けた動きが活発化してきています。本年度、県観光機構に設置された
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「ＤＭＯ形成支援センター」を中心に、各地域の課題解決やＤＭＯ形成に向け

た計画づくりへの支援が行われていますが、来年度は更に広域型ＤＭＯの形成

が加速されるよう市町村や関係する皆様と取り組むとともに、広域型ＤＭＯの

下で観光を基軸とした地域づくり・まちづくりが進められるよう、長野県観光

戦略推進本部を中心に、各部局が専門性を発揮した総合的かつ多様な支援を検

討してまいります。 

 

（長野県営業本部の設置） 

 産業の生産性向上には、生産の効率化に加え、販売力の強化による付加価値

の向上が必要です。 

 ４月に新設する長野県営業本部では、これまで県の生産振興担当部局が行っ

てきた産地・技術支援、関係団体・業界が中心に行ってきた経営支援に加え、

新たに、個別産品の売り込み支援、市場や消費者のマーケティングデータ収集、

ブランディング、プロモーションなどの営業機能を強化することにより、生産

から販売まで一貫したマーケティング支援体制を構築いたします。 

 具体的には、市場や消費者の動向、商品特性を踏まえた営業戦略に基づき、

ターゲットを定めて県外販路の開拓・拡大に取り組むとともに、マッチングサ

イトや商談会の活用により、県内事業者と県外需要者とのマッチング支援を強

化してまいります。 

 特に、信州を代表する産品でありながら売り込み・発信が足りていなかった

もの、今後「長野県の顔」となりうる新しい開発品種、ワインのようにチーズ

やジビエ等の加工食品や観光への波及効果があり本県全体のブランド形成に大

きく寄与する産品を重点品目として選定し、これらを中心に、ブランディング

から売り込みまで事業者に寄り添ったマンツーマンでの支援を実施するととも

に、営業活動と連動してメディア、ネットなどでの本格的かつ戦略的なプロモ

ーションを実施してまいります。 
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 また、産品に対する国内・海外市場の反応を県内事業者の産品の改良等に活

かしていただけるよう、産地や関係団体に適切にフィードバックします。 

 銀座ＮＡＧＡＮＯは、これまでイベントや商品販売等を通じてコアな信州フ

ァンの開拓やメディア等を通じた国内外への情報発信に取り組んでまいりまし

たが、営業本部設置後は首都圏サテライトと位置付け、外商・販売やイベント

支援など、首都圏の拠点としての機能を強化してまいります。 

 

 以上、観光部関係の議案等につきまして、その概要を御説明申し上げました。 

 何とぞよろしく御審議の程をお願い申し上げます。 


